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１．趣旨 

 本要領は、学校の統合再編に伴い閉校となった「旧小見野小学校」の有効活用

を図るための具体的事項について定め、学校跡地（敷地、校舎、建物等）の活用

にあたっては、民間事業者が保有するノウハウや資金を最大限に活かし、地域の

活性化に資することを目的とする。 

 

２．対象施設の概要 

 （１）旧小見野小学校 

①所 在 地：埼玉県比企郡川島町大字谷中９９番地 

②用途地域：なし（都市計画法第３４条第１１号区域） 

③詳  細：下表のとおり 

※全体敷地面積等については、公簿上の面積である。 

 対象地：川島町大字谷中９９番地（公簿面積：18,709㎡） 

④図  面：以下のとおり 

⑤その他：川島町公共施設カルテＰ.１９に記載のとおり 

https://www.town.kawajima.saitama.jp/secure/4200/r5shisetukarute. 

pdf 

 

  

 

 

学校名 用途 建 築 年 
経過 

年数 
延床面積 構造／階数 

全体敷地面積等 

（建物・運動場計） 

旧小見野

小学校 

※廃校 

校舎 
1972年 

（Ｓ47） 
54年 1,648㎡ ＲＣ／2階 

18,709㎡ 

（建物敷地：

9,347㎡） 

相談室棟 
2008年 

（H20） 
17年 132㎡ 木造／2階 

生活科 

室棟 

2008年 

（H20） 
17年 83㎡ 木造／1階 

体育館 
1982年 

（Ｓ57） 
43年 740㎡ ＲＣ／1階 

運動場 ― ― 9,561㎡ ― 

その他付

属施設 
― ― ― ― 一式 

https://www.town.kawajima.saitama.jp/secure/4200/r5shisetukarute
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【敷地平面図】 

【各階平面図】 

＜校舎＞ 
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＜体育館＞ 
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３．活用方針 

 学校跡地の活用については、学校が地域の中核的な公共施設であったことを

踏まえ、地域の活性化や振興発展の貢献のため、民間事業者による活用を図る

とともに、次に挙げる活用方針及び条件・資格を満たすこととする。 

 

【活用方針】 

「川島町学校跡地活用基本計画」及び以下に掲げる方針を基に、学校跡地活

用を図る。 

①まちづくりの課題解決につながり、地域の活性化に資すること。 

②地域の特性や地域資源を活用し、まちの魅力や価値向上につながること。 

③地域経済の好循環につながり、持続可能なまちづくりに資すること。 

 

４．民間事業者の活用条件・資格と募集方法（更新予定） 

 （１）活用条件 

  民間事業者が学校跡地を活用する際は、各種法令を遵守し、以下に掲げる

条件を満たすことを原則とする。 

【共通】 

①敷地一体（土地・建物他含）の、売却又は貸付とする。 

売却又は貸付にあたっては、鑑定評価額及び固定資産台帳等に基づき算出

した「基準価格」を以下のとおり設定する。契約の際の売却又は貸付価格

は、提案された価格に基づき、協議の上設定する。なお、提案された価格

も審査の対象とし、事業内容を含めて総合的に審査・評価を実施する。た

だし、基準価格を下回る場合であっても、提案を受け付ける。 

基準価格（円） 

売却 貸付（年） 

３０１,７９０,０００ １４,６７８,６２０ 

※売却：土地は非課税、建物は別途消費税等が課税 

税額計算式・・・買受希望価格×建物等の比率×消費税率 

建物等の比率：０．１９４ 

       

 貸付：土地及び建物に係る額に別途消費税等が課税 

②本町の新たな財政負担を伴わないこと。また、以下に掲げる費用について

は、事業者の負担とする。 

・契約に要する費用及び売却にあたっての建物登記及び所有権移転登記等
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の費用 

・売却額完納後の公租公課その他の費用 

・土地の活用に伴い、境界確定、分筆等が必要な場合、その測量等にかか

る費用 

・当該施設の部分的な活用によって、事業者が活用しないスペースにおい

て関係法令に適合するための整備・改修が求められることとなった場合

の費用 

・活用事業に係る光熱水費等維持管理費用及び実費費用算定のための計量

機器等の設置に要する費用 

③体育館等は町の指定避難所に、運動場は指定緊急避難場所になっている

ため、災害時は協力すること 

④提案事業は、本契約締結から１年以内に着手し、３年以内に提案事業を

開始すること。 

⑤施設整備及び運営にあたっては、地域住民との交流や連携を大切にし、

良好な信頼関係の形成や周辺の住環境への影響に配慮すること。また、

地域住民に対し事業説明を実施すること。 

⑥当該財産の活用について、議会に付すべき事項に該当する場合は、議会

の議決を要するため、議会において承認されない場合は、当該提案が採

用されない場合もある。 

⑦その他本要領に定めのない事項については、契約又は協議により定める

ものとする。 

 

【売却】 

①売却の場合は所有権移転の日から１０年間以上、提案事業を継続して実

施すること。なお、この期間において事業継続ができない場合は、町が

買戻す場合がある。また、この期間において、第三者に売却、貸付する

場合は、必ず事前に町に協議すること。 

②町は、契約の履行状況を確認するため、売却にあっては、契約締結日か

ら１０年間、必要に応じ使用状況を調査し、又は事業者から必要な報告

を求めることができる。 

③売却の場合に、事業者が契約を履行しない時は、売買代金の１００分の

３０に相当する金額を違約金として町に支払うこと。この場合におい

て、町長が必要と認める場合には、事業地の全部又は一部を当該事業者

から買い戻すことができる。 

 

【貸付】 
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①貸付における事業については、２０年以内の期間で実施すること。 

②賃貸借期間内に事業継続ができない場合は、必ず町に協議すること。 

③町は、契約の履行状況を確認するため、貸付にあっては、貸付期間内

に、必要に応じ使用状況を調査し、又は事業者から必要な報告を求める

ことができる。 

④貸付において、事業の実施にあたり事業者が必要な工事等を実施した場

合、貸付期間が終了した際は、無償で町に帰属する。なお、工事等を実

施する場合は、町と協議の上、実施すること。 

 

【その他】 

①建物は未登記である。また、延べ床面積については、文部科学省に提出

している学校施設台帳上の面積を基に算出している。そのため、売却に

際し、建物登記をした場合、面積が変更となる可能性がある。なお、貸

付の場合は、本要領の面積を基本とし、協議の上決定する。 

②敷地面積は、原則公簿面積とする。 

③校舎の建築物検査済証については、建築台帳に記載がない。 

④校舎内（２階）に『かわじま郷土資料展示室』があるため、事業実施に

あたっては展示室の残存活用について検討すること。また、残存活用が

困難である場合、移設について協議を行うこと。なお、移設に係る経費

は事業者負担とする。 

⑤旧小見野小学校は地域活動の拠点となっているため、事業提案に際して

は地域コミュニティの維持・活性化を図ること。特に生活科室について

は、地域活動の核となる場所であるため、残存活用について検討するこ

と。また、残存活用が困難である場合、移設について協議を行うこと。

なお、移設に係る経費は事業者負担とする。 

⑥公募時点で、『川島町廃校施設の開放及び管理に関する条例』及び『川

島町廃校施設の開放及び管理に関する条例施行規則』に基づき、旧小見

野小学校の各施設を運用している。そのため、事業実施に際しては、本

条例等の運用も含め、町と協議を行うこと。 

⑦旧小見野小学校は、選挙時に投票所となっているため、選挙の際は協力

すること。 

（２）事業者の資格 

  ①資格要件（構成） 

学校跡地の活用にあたり、民間事業者の資格については、以下のいずれか

とする。なお、各種法令を遵守していることを前提とする。 

（ア）提案内容を実行できる意思と能力（運営力、財産力、資金等）を有す
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る個人又は法人その他の団体の者。 

（イ）共同事業者（前号に掲げる者で、複数の個人又は法人その他の団体の

者で構成される事業者）で構成される者。 

 ※複数の事業者が共同で応募するためには、次の条件をすべて満さなけ

ればならないものとする。 

a 関係する事業者の中から代表者を１名選定すること。 

b 関係する事業者が他の提案に係る構成員になっていないこと。 

c 関係する事業者の構成員を明らかにし、それぞれ果たす役割を書面に

より明確にできること。 

②資格要件（制限） 

 次の要件のいずれかに該当する者は、提案者及び構成員となることがで

きない。提案受付後においても同様の取扱いとする。 

（ア）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３に規定する公 

有財産に関する事務に従事する者 

（イ）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項

の規定に該当する者 

（ウ）地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当する者

で当該各号に該当する事実があった日から２年を経過していない者 

（エ）破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

（オ）成年被後見人、被保佐人等契約を締結する能力を有しない者 

（カ）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更

生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第

２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされている者（裁判

所による更生手続開始又は再生手続開始が決定した者を除く。） 

（キ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７ 号）第２条第２号から第６号までに規定する者その他反社会的団

体及びそれらの構成員がその活動のために 利用する等公序良俗に反

する用に供する者 

（ク）宗教活動又は政治活動のための用に供する者 

（ケ）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条第１項各号に掲げる風俗営業及び同条第５項に規

定する性風俗関連特殊営業並びにこれらに類する営業の用に供する者 

（コ）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第

２条に規定する廃棄物を処理するための用に供する者 

（サ）国税及び地方税を滞納している者 

（シ）応募書類に不備又は不正のある者 
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（ス）川島町工事施行規則（昭和２９年川島村規則第６号）第７条の規定に

より、町の一般競争入札に参加することができない者 

（セ）当該案件の公告日から第一次審査日までの期間に、川島町建設工事等

の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく入札参加停止の措置

を受けている者 

（ソ）その他町長が適当でないと認める者 

（３）募集方法 

   公募型プロポーザル方式により選定する。 

 

５．募集に関する事項 

（１）事業実施候補者の選定概要 

 民間事業者からの事業提案に基づき、書類審査及びプレゼンテーションによ

り、事業実施候補者を選定する。選定された事業実施候補者と協定を締結の

上、事業化の実現に向けて協議する。ただし、事業実施に関する本契約につい

ては、協議が整った場合のみ締結する。 

 

（２）選定スケジュール 

日程 内容 

令和８年５月 ７日（木） 募集要領等の公告 

令和８年５月２２日（金） 募集要領等に関する質問の提出期限 

令和８年５月２９日（金） 募集要領等に関する質問の回答期限 

令和８年６月 ５日（金） 参加意向表明書 

事業提案書の提出期限 

令和８年６月１０日（水） 第一次審査（書類） 

令和８年６月１２日（金） 第一次審査結果通知・公表 

令和８年６月２４日（水） 第二次審査（プレゼンテーション） 

令和８年６月３０日（火） 第二次審査結果通知・公表 

令和８年７月中旬 協定締結 

 

（３）募集期間 

令和８年５月７日（木）午前９時～ 

令和８年６月５日（金）午後５時 

 

（４）募集要領等に関する質問の提出、回答の公表 

本要領に関する質問は、必ず応募者が「質問書」に質問の内容を簡潔にまと

めて記入の上、メールにより質問すること。 

①受付期限 令和８年５月２２日（金） 

②受付方法 電子メール（他の方法は不可） 様式は任意 
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※メールの件名に【廃校提案質問】と記し送付すること。 

③回答期限 令和８年５月２９日（金） 

④回答方法 町ホームページで公表 

⑤その他  質問の回答は、本要領等の追加、修正として取り扱うものと 

する。 

 

（５）現場確認について 

現場説明会は行わない。 

現場を確認したい場合は、川島町まち整備課 公民連携推進室（以下、「事

務局」という。）へ連絡した上で実施を可能とする。 

 

（６）事業提案書類等の提出 

応募者は、事業提案に必要な書類を以下のとおり提出する。 

①提出期限  令和８年６月５日（金）１７：００まで 

②提出場所  川島町役場 まち整備課 公民連携推進室 

        〒３５０－０１９２  

埼玉県比企郡川島町大字下八ツ林８７０番地１ 

メール：koumin@town.kawajima.saitama.jp 

③提出方法  窓口で直接提出 又は メールで提出 

※１ 窓口提出の場合は以下の部数を提出すること。 

※２ メールの場合、メールの件名に【廃校提案：会社名】と記し送信す

ること。 

④提出書類 

     書類 特記事項 様式 部数 

１ 参加意向表明書  様式１ １ 

２ 参加資格確認申請書兼誓約書  様式２ １ 

３ 参加者連絡先一覧表  様式３ １ 

４ 事業者等の概要  任意 １５ 

５ 法人登記簿謄本 

個人の場合は住民票 

提出日の３ヶ月以内

のもの 

－ １ 

６ 事業提案書  任意 １５ 

７ 事業者の事業報告書 直近３年分 任意 １５ 

８ 事業者の収支決算関係書類 直近３年分の財務諸

表（賃借対照表、財

産目録、損益計算書

等） 

個人の場合は不要、

ただし、事業所得の

申告を行っている場

合は確定申告書の写

任意 １５ 
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し及び収支内訳書当

附属書類３年分 

９ 国及び地方税の納税証明書 未納がないことを証

明するもの 

提出日の３ヶ月以内

のもの 

－ １ 

※『６ 事業提案書』の作成方法について 

（ア）本要領、仕様書、質問回答の内容を踏まえ、別紙「評価基準」に記載

された項目を網羅するように作成すること。 

（イ）本要領に示していない内容であっても、本町にとって有益になると思

われるものについては積極的に提案すること。 

     

（７）審査の方法 

 審査は、事務局及び提案内容に基づき選定された関係課局室長において、以

下のとおり審査し、事業実施候補者を決定する。 

  ①第一次審査 

（ア）令和８年６月１０日（水）に実施する。 

（イ）事務局において、別紙『旧小見野小学校跡地の活用に関する公募型プ

ロポーザル評価基準』（以下、「評価基準」という。）に基づき審査を

行う。 

（ウ）第一次審査通過者には、第二次審査（プレゼンテーション）を実施す

る。 

  ②第二次審査（プレゼンテーション） 

（ア）令和８年６月２４日（水）に実施する。 

（イ）実施場所及び時間は、第一次審査の結果通知と併せて通知する。 

（ウ）説明の順番は、事務局において、くじ引きにより定める。 

（エ）時間は各参加者４０分（説明２０分、質疑応答２０分）とする。 

（オ）出席者は、事業の主として担当となる予定の者（主たる担当者を含む

４名以内）とする。 

（カ）説明には、提出している事業提案書を使用する。 

（キ）事務局及び委員会により、評価基準に基づき審査を行う。 

（ク）第二次審査に係る機器のうち、プロジェクター及びスクリーンは事務

局にて用意する。その他必要なものは、参加者が用意する。 

 

（８）事業実施候補者の選定方法 

事業実施候補者の選定については、提出された事業提案書等及びプレゼンテ

ーションの内容を、評価基準に基づき算出される総合評価点を基に、事務局及び

委員会において総合的に判断し、適していると認められる者を事業実施候補者

として選定する。なお、事業実施候補者の選定は、１者とは限らない。 
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（９）第二次審査の結果通知等について 

第二次審査結果は、参加者に文書による通知及び川島町ホームページに公表

する。ただし、総合評価点については公表しない。また、審査に対する要求や

結果の内容に関する疑義、異議申立、質問等は一切受け付けない。 

  

（10）事業実施候補者選定から事業化までについて 

審査により選定された事業実施候補者と事業化に向けた協議を実施していく

上で、協定書を締結する。協定締結後、随時協議を重ね、事業の実現を目指

す。なお、事業実施候補者が、事業実施候補者選定から協定及び事業実施契約

の締結までに、以下の事由に該当した場合は事業化を取りやめとする。また、

事業実施に関する本契約については、協議が整った場合のみ締結する。 

①私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）第３条、第８条第１項第１号若しくは第１９条に違反し公正取引委員

会から排除措置命令若しくは課徴金納付命令を受けたとき、又は同法に違

反する犯罪容疑で公正取引委員会から告発されたとき。 

②贈賄・談合等著しく町との信頼関係を損なう不正行為の容疑により、個人若

しくは法人の役員等又はその使用人が逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を

提起されたとき。 

 

（11）その他 

①事業提案書の作成及び提出に係る一切の費用は、参加者の負担とする。 

②提出期限以降における提出資料の差し替え及び再提出は、原則として認め

ない。ただし、事務局が認めた場合はこの限りではない。 

③追加資料の提出 

事務局は、必要と認めた場合、追加資料の提出を要求することがある。 

④提出資料の取扱い 

（ア）提出された事業提案書等は返却しない。 

（イ）提出資料の著作権は、参加者に帰属する。ただし、事業者選定結果の 

公表等この事業に関し必要と認められる用途については、事業提案書

の一部又は全部を無償で使用できるものとする。 

（ウ）提出書類は、審査を行う作業に必要な場合において、その一部又は全部

を使用（複製、転記又は転写等）することができるものとする。 

⑤参加者の複数提案の禁止 

参加者は、１つの提案のみ行うことができる。 

⑥虚偽の記載をした場合 

参加者が提出書類に虚偽の記載をした場合は、参加を無効とするととも 

に、虚偽の記載をした者について、損害賠償の請求等の措置を講じること 

がある。 

 

（12）担当窓口（問合せ先） 
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〒３５０-０１９２  埼玉県比企郡川島町大字下八ツ林８７０番地１ 

事務局 川島町 まち整備課 公民連携推進室 

電  話：０４９－２９９－５８１８ 

ＦＡＸ：０４９－２９７－８４３７ 

※土日祝日、年末年始の対応は除く 

 

 

 

 

 


